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〔参照法令〕 

○都市計画法（抄） 

第 1 条 この法律は、都市計画の内容及びその決定手続、都市計画制限、都市計画事業その

他都市計画に関し必要な事項を定めることにより、都市の健全な発展と秩序ある整備を

図り、もって国土の均衡ある発展と公共の福祉の増進に寄与することを目的とする。 

第 4 条① この法律において「都市計画」とは、都市の健全な発展と秩序ある整備を図るた

めの土地利用、都市施設の整備及び市街地開発事業に関する計画で、次章の規定に従い定

められたものをいう。 

②～⑨ （略） 

⑩ この法律において「建築物」とは建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 2 条第 1 号

に定める建築物を、「建築」とは同条第 13 号に定める建築をいう。 

⑪ （略） 

⑫ この法律において「開発行為」とは、主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用

に供する目的で行なう土地の区画形質の変更をいう。 

⑬ この法律において「開発区域」とは、開発行為をする土地の区域をいう。 

⑭～⑯ （略） 

第 29 条① 都市計画区域又は準都市計画区域内において開発行為をしようとする者は、あ

らかじめ、国土交通省令で定めるところにより、都道府県知事（……指定都市又は……中

核市（以下「指定都市等」という。）の区域内にあっては、当該指定都市等の長。以下こ

の節において同じ。）の許可を受けなければならない。（ただし書略） 

② 都市計画区域及び準都市計画区域外の区域内において、それにより一定の市街地を形

成すると見込まれる規模として政令で定める規模以上の開発行為をしようとする者は、

あらかじめ、国土交通省令で定めるところにより、都道府県知事の許可を受けなければな

らない。（ただし書略） 

③ （略） 

第 30 条① 前条第 1 項又は第 2 項の許可（以下「開発許可」という。）を受けようとする

者は、国土交通省令で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申請書を都道府県

知事に提出しなければならない。 

一 開発区域（……）の位置、区域及び規模 

二 開発区域内において予定される建築物又は特定工作物（以下「予定建築物等」という。）

の用途 

三 開発行為に関する設計（以下この節において「設計」という。） 

四 工事施行者（……） 

五 その他国土交通省令で定める事項 

② （略） 

第 33 条① 都道府県知事は、開発許可の申請があつた場合において、当該申請に係る開発
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行為が、次に掲げる基準（……）に適合しており、かつ、その申請の手続がこの法律又は

この法律に基づく命令の規定に違反していないと認めるときは、開発許可をしなければ

ならない。 

一 （略） 

二 主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為以

外の開発行為にあっては、道路、公園、広場その他の公共の用に供する空地（……）が、

……環境の保全上、災害の防止上、通行の安全上又は事業活動の効率上支障がないよう

な規模及び構造で適当に配置され、かつ、開発区域内の主要な道路が、開発区域外の相

当規模の道路に接続するように設計が定められていること。（中略） 

三 排水路その他の排水施設が、……開発区域内の下水道法（昭和 33 年法律第 79 号）

第 2 条第 1 号に規定する下水を有効に排出するとともに、その排出によって開発区域

及びその周辺の地域に溢水等による被害が生じないような構造及び能力で適当に配置

されるように設計が定められていること。（中略） 

四 主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為以

外の開発行為にあっては、水道その他の給水施設が、……当該開発区域について想定さ

れる需要に支障を来さないような構造及び能力で適当に配置されるように設計が定め

られていること。この場合において、当該給水施設に関する都市計画が定められている

ときは、設計がこれに適合していること。 

五 （略） 

六 当該開発行為の目的に照らして、開発区域における利便の増進と開発区域及びその

周辺の地域における環境の保全とが図られるように公共施設、学校その他の公益的施

設及び開発区域内において予定される建築物の用途の配分が定められていること。 

七 地盤の沈下、崖崩れ、出水その他による災害を防止するため、開発区域内の土地につ

いて、地盤の改良、擁壁又は排水施設の設置その他安全上必要な措置が講ぜられるよう

に設計が定められていること。（中略） 

八 （略） 

九 政令で定める規模以上の開発行為にあっては、開発区域及びその周辺の地域におけ

る環境を保全するため、……開発区域における植物の生育の確保上必要な樹木の保存、

表土の保全その他の必要な措置が講ぜられるように設計が定められていること。 

十 政令で定める規模以上の開発行為にあっては、開発区域及びその周辺の地域におけ

る環境を保全するため、……騒音、振動等による環境の悪化の防止上必要な緑地帯その

他の緩衝帯が配置されるように設計が定められていること。 

十一 政令で定める規模以上の開発行為にあっては、当該開発行為が道路、鉄道等による

輸送の便等からみて支障がないと認められること。 

十二 主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為

又は住宅以外の建築物若しくは特定工作物で自己の業務の用に供するものの建築若し
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くは建設の用に供する目的で行う開発行為（……）以外の開発行為にあっては、申請者

に当該開発行為を行うために必要な資力及び信用があること。 

十三 主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為

又は住宅以外の建築物若しくは特定工作物で自己の業務の用に供するものの建築若し

くは建設の用に供する目的で行う開発行為（……）以外の開発行為にあっては、工事施

行者に当該開発行為に関する工事を完成するために必要な能力があること。 

十四 当該開発行為をしようとする土地若しくは当該開発行為に関する工事をしようと

する土地の区域内の土地又はこれらの土地にある建築物その他の工作物につき当該開

発行為の施行又は当該開発行為に関する工事の実施の妨げとなる権利を有する者の相

当数の同意を得ていること。 

② 前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、政令で定める。 

③～⑧ （略） 

第 34 条 前条の規定にかかわらず、市街化調整区域に係る開発行為（……）については、

当該申請に係る開発行為及びその申請の手続が同条に定める要件に該当するほか、当該

申請に係る開発行為が次の各号のいずれかに該当すると認める場合でなければ、都道府

県知事は、開発許可をしてはならない。 

一 主として当該開発区域の周辺の地域において居住している者の利用に供する政令で

定める公益上必要な建築物又はこれらの者の日常生活のため必要な物品の販売、加工

若しくは修理その他の業務を営む店舗、事業場その他これらに類する建築物の建築の

用に供する目的で行う開発行為 

二 市街化調整区域内に存する鉱物資源、観光資源その他の資源の有効な利用上必要な

建築物又は第一種特定工作物の建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為 

三 （略） 

四 農業、林業若しくは漁業の用に供する建築物で第二十九条第一項第二号の政令で定

める建築物以外のものの建築又は市街化調整区域内において生産される農産物、林産

物若しくは水産物の処理、貯蔵若しくは加工に必要な建築物若しくは第一種特定工作

物の建築若しくは建設の用に供する目的で行う開発行為 

五～六 （略） 

七 市街化調整区域内において現に工業の用に供されている工場施設における事業と密

接な関連を有する事業の用に供する建築物又は第一種特定工作物で、これらの事業活

動の効率化を図るため市街化調整区域内において建築し、又は建設することが必要な

ものの建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為 

八～十三 （略） 

十四 前各号に掲げるもののほか、都道府県知事が開発審査会の議を経て、開発区域の周

辺における市街化を促進するおそれがなく、かつ、市街化区域内において行うことが困

難又は著しく不適当と認める開発行為 
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第 36 条① 開発許可を受けた者は、当該開発区域（……）の全部について当該開発行為に

関する工事（……）を完了したときは、国土交通省令で定めるところにより、その旨を都

道府県知事に届け出なければならない。 

② 都道府県知事は、前項の規定による届出があつたときは、遅滞なく、当該工事が開発許

可の内容に適合しているかどうかについて検査し、その検査の結果当該工事が当該開発

許可の内容に適合していると認めたときは、国土交通省令で定める様式の検査済証を当

該開発許可を受けた者に交付しなければならない。 

③ 都道府県知事は、前項の規定により検査済証を交付したときは、遅滞なく、国土交通省

令で定めるところにより、当該工事が完了した旨を公告しなければならない。（以下略） 

第 42 条① 何人も、開発許可を受けた開発区域内においては、第 36 条第 3 項の公告があ

った後は、当該開発許可に係る予定建築物等以外の建築物又は特定工作物を新築し、又は

新設してはならず、また、建築物を改築し、又はその用途を変更して当該開発許可に係る

予定の建築物以外の建築物としてはならない。（ただし書略） 

② （略） 

第 43 条① 何人も、市街化調整区域のうち開発許可を受けた開発区域以外の区域内におい

ては、都道府県知事の許可を受けなければ、第 29 条第 1 項第 2 号若しくは第 3 号に規定

する建築物以外の建築物を新築し、又は第一種特定工作物を新設してはならず、また、建

築物を改築し、又はその用途を変更して同項第 2 号若しくは第 3 号に規定する建築物以

外の建築物としてはならない。（ただし書略） 

② 前項の規定による許可の基準は、第 33 条及び第 34 条に規定する開発許可の基準の例

に準じて、政令で定める。 

③ （略） 

第 81 条① 国土交通大臣、都道府県知事又は市町村長は、次の各号のいずれかに該当する

者に対して、都市計画上必要な限度において、この法律の規定によってした許可、認可若

しくは承認を取り消し、変更し、その効力を停止し、その条件を変更し、若しくは新たに

条件を付し、又は工事その他の行為の停止を命じ、若しくは相当の期限を定めて、建築物

その他の工作物若しくは物件（以下この条において「工作物等」という。）の改築、移転

若しくは除却その他違反を是正するため必要な措置をとることを命ずることができる。 

一 この法律若しくはこの法律に基づく命令の規定若しくはこれらの規定に基づく処分

に違反した者…… 

二～四 （略） 

②～④ （略） 

 

○都市計画法施行令（抄） 

第 28 条 法第 33 条第 2 項に規定する技術的細目のうち、同条第 1 項第 7 号（……）に関

するものは、次に掲げるものとする。 
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一 地盤の沈下又は開発区域外の地盤の隆起が生じないように、土の置換え、水抜きその

他の措置が講ぜられていること。 

二 開発行為によって崖が生じる場合においては、崖の上端に続く地盤面には、特別の事

情がない限り、その崖の反対方向に雨水その他の地表水が流れるように勾配が付され

ていること。 

三 切土をする場合において、切土をした後の地盤に滑りやすい土質の層があるときは、

その地盤に滑りが生じないように、地滑り抑止ぐい又はグラウンドアンカーその他の

土留（次号において「地滑り抑止ぐい等」という。）の設置、土の置換えその他の措置

が講ぜられていること。 

四 盛土をする場合には、盛土に雨水その他の地表水又は地下水の浸透による緩み、沈下、

崩壊又は滑りが生じないように、おおむね 30 センチメートル以下の厚さの層に分けて

土を盛り、かつ、その層の土を盛るごとに、これをローラーその他これに類する建設機

械を用いて締め固めるとともに、必要に応じて地滑り抑止ぐい等の設置その他の措置

が講ぜられていること。 

五 著しく傾斜している土地において盛土をする場合には、盛土をする前の地盤と盛土

とが接する面が滑り面とならないように、段切りその他の措置が講ぜられていること。 

六 開発行為によって生じた崖面は、崩壊しないように、国土交通省令で定める基準によ

り、擁壁の設置、石張り、芝張り、モルタルの吹付けその他の措置が講ぜられているこ

と。 

七 切土又は盛土をする場合において、地下水により崖崩れ又は土砂の流出が生じるお

それがあるときは、開発区域内の地下水を有効かつ適切に排出することができるよう

に、国土交通省令で定める排水施設が設置されていること。 

第 28 条の 3 騒音、振動等による環境の悪化をもたらすおそれがある予定建築物等の建築

又は建設の用に供する目的で行う開発行為にあっては、4 メートルから 20 メートルまで

の範囲内で開発区域の規模に応じて国土交通省令で定める幅員以上の緑地帯その他の緩

衝帯が開発区域の境界にそってその内側に配置されていなければならない。ただし、開発

区域の土地が開発区域外にある公園、緑地、河川等に隣接する部分については、その規模

に応じ、緩衝帯の幅員を減少し、又は緩衝帯を配置しないことができる。 

 

○建築基準法（抄） 

第 6 条① 建築主は、第 1 号から第 3 号までに掲げる建築物を建築しようとする場合（増

築しようとする場合においては、建築物が増築後において第 1 号から第 3 号までに掲げ

る規模のものとなる場合を含む。）、これらの建築物の大規模の修繕若しくは大規模の模

様替をしようとする場合又は第 4 号に掲げる建築物を建築しようとする場合においては、

当該工事に着手する前に、その計画が建築基準関係規定（この法律並びにこれに基づく命

令及び条例の規定（以下「建築基準法令の規定」という。）その他建築物の敷地、構造又
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は建築設備に関する法律並びにこれに基づく命令及び条例の規定で政令で定めるものを

いう。以下同じ。）に適合するものであることについて、確認の申請書を提出して建築主

事の確認を受け、確認済証の交付を受けなければならない。（中略） 

②～⑦ （略） 

⑧ 第 1 項の確認済証の交付を受けた後でなければ、同項の建築物の建築、大規模の修繕

又は大規模の模様替の工事は、することができない。 

⑨ （略） 

 

○建築基準法施行令（抄） 

第 9 条 法第 6 条第 1 項（……）の政令で定める規定は、次に掲げる法律の規定並びにこ

れらの規定に基づく命令及び条例の規定で建築物の敷地、構造又は建築設備に係るもの

とする。 

一～十一 （略） 

十二 都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 29 条第 1 項及び第 2 項……第 42 条、第

43 条第 1 項…… 

十三～十六 （略） 

 


